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１ 目的 

  本研究の目的は、公益ジャーナリズムと独立ニュースメディアを持続可能にすることの意義、

その問題点と課題について、最近の文献を調査することである。欧米のニュース業界やメディア政

策に影響する問題を明らかにし、実証的な検討を行う今後の研究に応用することができる。 

                                             

２ 方法 

  本研究の調査・分析方法は、研究方法を適用しない討論論文である。 

                                             

３ 結果 

  調査・分析の結果、新聞・ニュース産業の将来をめぐっては、ごく一部の国際紙や経済紙の例

外を除けば、補助金のように機能してきた広告収入の大半が失われ、人員や事業規模が縮小、公益

ニュースの供給量が減っている。ヨーロッパでは伝統的に公共放送の影響力が強く、言論の多元性

が重視され、デジタル化以前からニュースメディアへの公的支援が強化されてきた。米国ではフィ

ランソロピーによる地方ニュースへの支援が進む。オーストラリアはグーグル・フェイスブックに

対するニュース使用料支払い交渉の義務化を法制化した。一方、十分なニュースを享受する富裕層

と、入手できない貧困層とのアクセス格差が拡大している例が相次ぎ、公共財としての情報が国民

に行き渡りにくくなる問題が深刻化している。 

                                             

４ 結論 

  健全な民主主義に資する公益ジャーナリズムが担ってきた機能を持続可能にするには、従来の

公的助成にとどまらず、あらゆる支援が必要になるだろう。ただ、権力監視を担うニュースメディ

アが政府や企業の資金を受けることには、「ひも付き」支援になる懸念があり、当事者にも拒否感が

強い。高い透明性のもとで支援金が公正に分配される仕組みをつくるため、幅広い関係者の議論に

よる新たな制度づくりが求められる。公共財としての情報への公的支援に理解がある国もあれば、

メディア不信の深刻化でそれが困難な国もある。独立した公共放送を支援する制度が確立している

国もあれば、より問題のある国営放送モデルを採用している国もあり、国ごとに実現可能な制度を

総合的に検討する必要があろう。メディア企業や実務家は、ジャーナリズムを改革してより魅力的

なものにし、市場内外のプレーヤーとの協業・連携関係の構築に努める責務がある。 
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